
【政策ごとの予算額】

政策名 番号 36

会計 組織／勘定

一般 スポーツ庁 1,918,081 3,055,586

一般 スポーツ庁 2,857,314 3,028,828

4,775,395 6,084,414

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般 スポーツ庁 19,071,046 20,282,906

一般 スポーツ庁 1,876,296

一般 スポーツ庁 150,000

19,071,046 22,309,202

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

23,846,441 28,393,616

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

小　計

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人日本スポーツ振
興センター運営費

独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンター運営費交付金に必要な経費

独立行政法人日本スポーツ振
興センター施設整備費

独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンター施設整備に必要な経費（新
規）

独立行政法人日本スポーツ振
興センター施設整備費

独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンター研究施設整備に必要な経費
（新規）

小　計

一般会計

特別会計

９年度
概算要求額

政策評価の対象と
なっているもの

スポーツ振興費
競技力の向上のための科学的研究
の推進等に必要な経費

スポーツ振興費
競技力向上体制の構築に必要な経
費

政策評価調書（個別票）

東京大会のレガシーを継承した持続可能な競技力向上体制の構築
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
８年度

当初予算額



施策 担当部局 担当部局長

施策の概要 評価実施時期

学識経験を有す
る者の意見

使用した資料そ
の他の情報

結果の政策への反映状況

＜予算要求＞
東京大会のレガシーを継承した持続可能な競技力向上体制の構築に向けて、令和８年度概算要求において、競技力向上事業（11,101,225千
円）、ハイパフォーマンス・サポート事業（1,530,074千円）、先端技術を活用したHPSC基盤強化事業（632,712千円）、パラアスリートの医・
科学支援強化事業（105,400千円）、女性アスリートの育成・支援プロジェクト（160,015千円）、地域のスポーツ医・科学支援調査事業
（150,000千円）、国民スポーツ大会開催事業（481,807千円）、国際競技大会を契機としたスポーツ振興・研修派遣プログラム（343,668千
円）、スポーツ国際展開基盤形成事業（385,160千円）、ドーピング防止活動推進事業（368,565千円）等を要求した。

＜改善等＞
（別添３）「第３期スポーツ基本計画に係る中間評価について」P23、P26、P29(うち（１）ドーピング防止活動部分)の「今後の施策実施の方向
性」のとおり。

－

令和７年度行政事業レビューシート　政策・施策11－２（https://rssystem.go.jp/project?policyIds=b595e8ea-ebe7-4c83-8f46-a63fab3c1015）

政策体系 （別添１）「「文部科学省の使命と政策目標」と第３期スポーツ基本計画との対応表」及び（別添２）「スポーツ分野の政策体系等」のとおり。

進捗状況 （別添３）「第３期スポーツ基本計画に係る中間評価について」P22、P25、P28(うち（１）ドーピング防止活動部分)の「取組状況」のとおり。

評価結果
（別添３）「第３期スポーツ基本計画に係る中間評価について」P22、P25、P28(うち（１）ドーピング防止活動部分)の「進捗の分析・課題」の
とおり。

国際競技力の向上に向けて、中長期の強化戦略に基づく競技力向上支援システムの確立、地域における競技
力向上を支える体制の構築、国・JSPO・地方公共団体が一体となった国民スポーツ大会の開催等に取り組
む。
スポーツの国際交流・協力について、国際スポーツ界への意思決定への参画支援、スポーツ産業の国際展開
を促進するプラットフォームの検討等に取り組む。
スポーツ・インテグリティの確保に向けて、教育研修や研究活動等を通じたドーピング防止活動の展開等に
取り組む。

令和７年度

文部科学省事後評価書（政策全般）

東京大会のレガシーを継承した持続可能な競技力向上体制の構
築

スポーツ庁競技スポーツ課 田中　秀和（競技スポーツ課長）

（文R７－11－２）
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	5-2（個別表）



